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はじめに 
 
 
 
本書は、第３５回研究評価委員会において設置された「革新型蓄電池先端科

学基礎研究事業」（中間評価）の研究評価委員会分科会（第１回（平成２５年７

月８日））及び現地調査会（平成２５年６月２４日））において策定した評価報

告書（案）の概要であり、ＮＥＤＯ技術委員・技術委員会等規程第３２条の規

定に基づき、第３６回研究評価委員会（平成２５年１１月６日）にて、その評

価結果について報告するものである。 
 
 
 

平成２５年１１月 
 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 
研究評価委員会「革新型蓄電池先端科学基礎研究事業」分科会 

（中間評価）  
 

分科会長 恩田 和夫 
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独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 研究評価委員会 

「革新型蓄電池先端科学基礎研究事業」（中間評価） 
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敬称略、五十音順 
 
 
 

注＊：実施者の一部と同一組織であるが、所属部署が異なるため（実施者：東

京理科大学 理工学部 工業化学科）「NEDO 技術委員・技術評価委員規程(平
成２３年７月７日改正）」第３４条（評価における利害関係者の排除）により、

利害関係はないとする。 
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プロジェクト概要 
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技術分野全体での位置づけ 

（分科会資料６－１より抜粋） 
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「革新型蓄電池先端科学基礎研究事業」 

全体の研究開発実施体制 
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「革新型蓄電池先端科学基礎研究事業」（中間評価） 

評価概要（案） 

 
１．総論 
１）総合評価 
産官学のオールジャパン体制で我が国の蓄電池研究を代表する大プロジェク

トであり、NEDO が推進するに相応しい。プロジェクトリーダーの強力な指揮

のもと、グループリーダーが着実にグループをまとめ、研究を効率的に進める

体制ができており、プロジェクト全体を着実に運営している。また、国際的水

準から見ても他の追従を許さないオンリーワンの高度な解析評価技術を確立す

るとともに、これをベースとして革新型蓄電池開発においても理論的側面から

高度なアプローチを行い高い成果を得つつある。加えて、幅広く国内の主要な

電池関連企業や大学の参加を得て、日本全体としての取り組みにまで発展させ

ており、今後も日本の電池技術を世界一の水準に維持する基盤としての役割を

果たしている。また、経験的でなく、徹底した理論的側面からのアプローチが

成果に結びついていることは、本プロジェクトの最終目標達成後、今までに知

られていない将来電池の検討を行う際にも有効な技術の蓄積になっているもの

と考えられる。 
「電池の解析技術及び産業展開」に関しては、放射光分析（SPring-8）を基盤

とする解析プラットフォームに関して世界をリードする特筆すべき成果を上げ

ている。 
一方で、「革新的蓄電池の基礎研究」においては、電気化学システムとして活

物質あたりの容量密度は出るものの、これはあくまでも電極特性にすぎず、最

終目標を達成するためには、全電池としての作動を実証することが必要である。

このため、トータルで見てリチウムイオン電池（以下、LIB）を凌ぐ電池を見通

すには、今後さらなる具体的な開発を加速させるべきである。 
なお、開発された技術は、本来広く共有されるべきものであるが、同時に内部

でノウハウとして維持することは国内電池産業の優位性を確保するための貴重

な資源ともなる。これらを両立する努力を行っている姿勢は評価できるが、さ

らに高い次元で両立するための枠組みの検討が課題と考える。 
 
２）今後に対する提言 
解析プラットフォームの継続的な研究開発と共に、革新型蓄電池の性能向上

と併せ、更に計測解析プラットフォームの信頼性や精度などを高め、革新型蓄
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電池の検証基盤を強固なものにして頂きたい。また高度解析グループは、「革新

型蓄電池グループで開発している材料の課題抽出→開発した技術を使って解析

→材料開発にフィードバック」というような、材料開発との連携を強化してい

くべきである。また、残されたプロジェクト期間に産業貢献を加速させること

は重要であるため、ハード、ソフトの両面で、今後も研究開発を継続発展させ

ると共に、我が国の電池開発に広く生かされ続ける制度等の形成、特に国の継

続的なサポートが必要と考える。 
 
２．各論 
１）事業の位置付け・必要性について 
本プロジェクトは、現在行われている蓄電池の性能や寿命を律速している制

約要因を最新の計測解析技術を総動員して解明し、更にエネルギー密度の高い

革新型蓄電池も含めて検証し、2030 年に 500Wh/kg の蓄電池開発を見通す科学

的基盤を提供する、これまでに無い野心的な NEDO 事業として評価したい。エ

ネルギーイノベーションプログラムの目標に対して、蓄電池開発を加速する点

で、十分に寄与している。特に、放射光や中性子施設に設置された専用ビーム

ラインなど極めてレベルの高い解析プラットフォームは、民間のみでは実施で

きないものであり、NEDO が関与するに相応しい事業である。その成果は日本

の国際競争力を大きく向上させる可能性を示しており、技術立国に対する貢献

は大きい。 
一方、本プロジェクトで得られた成果はプロジェクト期間を超えて重要なも

のとなりつつあり、早期に後継プロジェクト等の次期展開に道筋を示し、貴重

な成果がプロジェクト終了とともに分散してしまうことが無いよう、配慮が必

要と考える。 
 
２）研究開発マネジメントについて 
世界の開発現状や日本電池産業の置かれている状況から、日本の優位性を維

持した蓄電池立国を目指し、オールジャパンの開発体制で推進されていると評

価する。NEDO が基礎研究拠点に常駐するなど、現場密着型のマネジメント・

運営体制も良好である。Ⅰ期の成果とその中間評価（2011 年）を経て、Ⅱ期目

は新規テーマを加えた革新型蓄電池の検証に向けベクトルを揃えつつ、引き続

きプロジェクト全体をうまく運営していると判断する。プロジェクトリーダー

の強力な指揮のもと、グループリーダーが着実にグループをまとめ、研究を効

率的に進める体制ができている。さらに、これから本格的な開発が進められる

革新型電池開発にプロジェクトの資源を集中する目的で、他の 3 グループのグ

ループリーダー全員をサブグループリーダーとした体制の構築も評価される。
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知的財産戦略を優先し、学会発表なども抑えつつ動いている点も高く評価する。 
一方、特に革新型蓄電池の基礎研究において、得られた成果の論文等への発

表と知的財産の確保は両立が難しい問題であるが、成果の発表も重要であり、

両立の方策の模索が望まれる。また、本プロジェクトの規模と参画する多数の

組織構成メンバーの流動性を考えると、万一流出が起った場合に、特許も論文

も無い場合にはプライオリティーを主張することが困難になる。例えば、解析

技術においては装置の詳細設計部分を除いて特許申請をするなり、論文化によ

るプライオリティーの確保を進める等の対応も検討する必要があると考える。 
 
３）研究開発成果について 
いずれのグループも、目標を十分に達成している。解析グループでは世界最

高水準の解析技術が構築され、革新型電池開発グループでは 500Wh/kg を見通

し可能な材料、電池系が見いだされており、最終目標を達成することが期待で

きるのみならず、プロジェクト終了後においても、国際競争力で諸外国に大き

く水をあけ、その差を維持し続けることを可能にする世界的にもオンリーワン

の高度な成果が得られつつある。加えて、成果の実用化に向けた努力も着実に

なされており、国内の電池関連産業の競争力強化に貢献しつつある。研究開発

成果も着実に国内に留保すべく、論文発表より特許出願を優先し、研究開発の

ノウハウもドキュメント化し参画メンバーで共有していることも評価する。 
一方、開発された分析手法は、残された研究期間においてさらに実電池の分

析に使い、高性能電池の設計にフィードバックし、実用電池の性能向上に生か

されることが強く求められる。また革新型電池においても、半電池の材料評価

にとどまっているため、全電池としてエネルギー密度を実証することが次のス

テージで求められる。また、何らかの制約は必要だとしても移動体用高エネル

ギー密度電池の開発に直接かかわらなかった組織に対しても、得られた情報に

アクセスできる枠組みの検討は、日本の産業競争力の意味からも有効だと思う。 
 
４）実用化に向けての見通し及び取り組みについて 
プロジェクトは参画企業の意図も反映して運営され、実用化、出口イメージ

は明確になっている。技術移転をスムーズに行うことによって早期の実用化が

期待できる。将来の実用化のためには、人材育成が重要な鍵を握るが、本プロ

ジェクトの蓄電池分野での人材育成で果たす役割も大きい。 
高度解析グループで開発した解析技術は、すでに参加企業での電池開発にも

活用されている。革新型蓄電池の基礎技術については、革新型蓄電池開発グル

ープで開発された有望な系の絞り込みを行う段階に来ており、将来の実用化に

つながる電池系の基礎的な実証が期待される。 
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しかしながら、実用化に向けた課題抽出が十分にできておらず、現状では実

用化の見通しが十分にたてられているとはいい難い。今後は課題を明確にして、

実用化への開発シナリオを明確にする必要がある。 
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個別テーマに関する評価 

 成果に関する評価 
解析技術および

産業展開 
解析技術に関しては、特に電極電解質界面の挙動や被膜処理による界面劣化防止、活物質内の非平衡

挙動、合剤電極中の反応分布などを放射光や NMR【Nuclear Magnetic Resonance （Spectroscopy）：
核磁気共鳴（分光法）】、中性子などにより多面的総合的に計測解析し、第一原理計算と合わせて現象自

身を着実に捉えつつあることを高く評価したい。また、放射光を用いた実電池の in-situ 解析が行えるよ

うになったのは画期的である。産業展開も積極的に模索し、その成果も得られつつある。今後、実電池

解析を参画企業がより一層有効に活用することで、本プロジェクトの最終目標、ひいては我が国の蓄電

池戦略の目標を達成することが期待される。 
一方、NMR、中性子を利用した解析でも成果は挙がっているものの他国の研究例と比べると解析技術

が十分に優位とは言いがたく、今後、さらに装置とデータ解釈、電池に特化した測定法の確立の観点か

ら強化が必要と考える。解析結果がなくとも、従来は電池性能を評価しながら最適化を重ねて製品とし

てきた。その従来型の最適化では手が届かない高次の電池最適化、高性能化が、本解析技術で本当に可

能になるか、取り組みが問われる。 
また、計測・解析技術は、特許等で保護することが難しい分野であり、成果の最大限の活用と、ノウ

ハウの保護方策の両立が課題となる。 
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革新型蓄電池の

基礎研究 
 

2030 年に 500 Wh/kg 級電池を構成できる見通しの 5 つの電池系（亜鉛－空気電池、ナノ界面制御電

池、硫化物電池、Li-空気電池、多価金属電池）が見いだされており、順調に革新型電池開発が進められ

ている。それぞれ抽出した問題点を克服すべく解決手段を適用しつつ、300Wh/kg の蓄電池の検証に向

け、野心的に開発を進めていると評価する。また革新型蓄電池を開発する多くの場面で、高度測解析手

法と有機的に連携していることも評価する。追加公募採択機関の加入によって革新電池系のラインナッ

プが厚みを増した点も評価できる。 
しかしながら、これからが開発の本番であり、革新型蓄電池開発力の真の実力が試されるフェーズに

来ている。期待される 5 つの革新型電池は実用性という点では未知の部分が多い。実用化に対する課題

を早期に明確化することも、早期実用化には必要である。計画では平成 25 年度中に材料を絞り込むこと

になっているので、絞り込みには、単にエネルギー密度だけでなく、課題の明確化と実用化の困難さの

評価も必要である。また、現在得られている基礎研究の成果は、半電池の評価結果にとどまっている。

最終目標に到達するためには、全電池としての作動を実証することが必要と考える。 
さらに、公表を控えるべき内容と積極的に公表していくべき内容を切り分け、戦略的な論文発表によっ

て RISING の存在感をアピールしていただきたい。 
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評点結果［プロジェクト全体］ 

 
 

評価項目 平均値 素点（注） 
１．事業の位置付け・必要性について 2.9 A A A A A B A
２．研究開発マネジメントについて 2.7 A A A B A B A
３．研究開発成果について 2.9 A A A A A B A
４．実用化に向けての見通し及び取り組

みについて 1.9 B B B B B C B

（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 
 
 
〈判定基準〉  
１．事業の位置付け・必要性について ３．研究開発成果について 
・非常に重要          →A
・重要             →B
・概ね妥当           →C
・妥当性がない、又は失われた  →D

・非常によい         →A
・よい            →B
・概ね妥当          →C
・妥当とはいえない      →D

２．研究開発マネジメントについて ４．実用化に向けての見通し及び取り

組みについて 
・非常によい          →A
・よい             →B
・概ね適切           →C
・適切とはいえない       →D

・明確            →A
・妥当            →B
・概ね妥当          →C
・見通しが不明        →D

1.9 

2.9 

2.7 

2.9 

0.0 1.0 2.0 3.0 

４．実用化に向けての見通し

及び取り組みについて

３．研究開発成果

２．研究開発マネジメント

１．事業の位置付け・必要性

平均値 



 

17 

評点結果［個別テーマ］ 
解析技術および産業展開 

 
革新型蓄電池の基礎研究 

 

 
個別テーマ名と評価項目 平均値 素点（注） 

解析技術および産業展開 
 １．研究開発成果について 3.0 A A A A A A A
 ２．実用化に向けての見通し及び取り組

みについて 2.7 A A A B A A B

革新型蓄電池の基礎研究 
 １．研究開発成果について 2.0 B B B A B C B
 ２．実用化に向けての見通し及び取り組

みについて 1.6 B B B C B C C

（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 
 

2.7 

3.0 

0.0 1.0 2.0 3.0 

2.実用化に向けての見通し及

び取り組みについて

1.研究開発成果

1.6 

2.0 

0.0 1.0 2.0 3.0 

2.実用化に向けての見通し及

び取り組みについて

1.研究開発成果

〈判定基準〉  
１．研究開発成果について ２．実用化に向けての見通し及び取り

組みについて 
・非常によい          →A
・よい             →B
・概ね適切           →C
・適切とはいえない       →D

・明確            →A
・妥当            →B
・概ね妥当          →C
・見通しが不明        →D

平均値 

平均値 
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＜参考＞ 

「革新型蓄電池先端科学基礎研究事業」に係る 

評価項目・評価基準 

 
１．事業の位置付け・必要性について 

(1)NEDO の事業としての妥当性 
・ 「エネルギーイノベーションプログラム」の目標達成のために寄与してい

るか。 
・ 民間活動のみでは改善できないものであること、又は公共性が高いことに

より、NEDO の関与が必要とされる事業か。 
・ 当該事業を実施することによりもたらされる効果が、投じた予算との比較

において十分であるか。 
 

(2)事業目的の妥当性 
・ 内外の技術開発動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動向、

政策動向、国際貢献の可能性等から見て、事業の目的は妥当か。 
 
 
 
２．研究開発マネジメントについて 

(1)研究開発目標の妥当性 
・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されている

か。 
・ 目標達成度を測定・判断できる具体的かつ明確な開発目標を設定している

か。 
 

(2)研究開発計画の妥当性 
・ 目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマごとの配

分を含む）となっているか。 
・ 目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 
・ 研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 
・ 継続プロジェクトや長期プロジェクトの場合、技術蓄積を、実用化の観点

から絞り込んだうえで活用が図られているか。 
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(3)研究開発実施の事業体制の妥当性 
・ 真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。 
・ 適切な研究開発実施体制になっており、指揮命令系統及び責任体制が明確

になっているか。 
・ 研究管理法人を経由する場合、研究管理法人が真に必要な役割を担ってい

るか。 
・ 目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携 and／or 競争が

十分に行われる体制となっているか。 
・ 知的財産取扱（実施者間の情報管理、秘密保持、出願・活用ルール含む）

に関する考え方は整備され、適切に運用されているか。 
 

(4)研究開発成果の実用化に向けたマネジメントの妥当性 
・ 成果の実用化につなげる戦略が明確になっているか。 
・ 成果の実用化シナリオに基づき、成果の活用・実用化の担い手、ユーザー

が関与する体制を構築しているか。 
・ 全体を統括するプロジェクトリーダーが選任されている場合、成果の実用

化、事業化シナリオに基づき、適切な研究開発のマネジメントが行われて

いるか。  
・ 成果の実用化につなげる知財戦略(オープン／クローズ戦略等) や標準化

戦略が明確になっており、かつ妥当なものか。 
 

(5)情勢変化への対応等 
・ 進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向等に

機敏かつ適切に対応しているか。 
 
 
 
３．研究開発成果について 

(1)目標の達成度と成果の意義 
・ 成果は目標を達成しているか。 
・ 成果は将来的に市場の拡大あるいは市場の創造につながることが期待で

きるか。 
・ 成果は、他の競合技術と比較して優位性があるか。 
・ 目標未達成の場合、達成できなかった原因が明らかで、かつ目標達成まで

の課題を把握し、この課題解決の方針が明確になっているなど、成果とし

て評価できるか。 
・ 設定された目標以外に技術的成果があれば付加的に評価する。 
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・ 世界初、世界最高水準、新たな技術領域の開拓、又は汎用性のある成果に

ついては、将来の産業につながる観点から特に顕著な成果が上がっている

場合は、海外ベンチマークと比較の上で付加的に評価する。 
・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 
・ 大学又は公的研究機関で企業の開発を支援する取り組みを行った場合に

は、具体的に企業の取り組みに貢献しているか。 
 

(2)知的財産権等の取得及び標準化の取組 
・ 知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、著作権や回路配置利用権の登

録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事業戦略、又は実用化計画に沿

って国内外に適切に行われているか。 
・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、得られた研究開発の成果

に基づく国際標準化に向けた提案等の取組が適切に行われているか。 
 

(3)成果の普及 
・ 論文等の対外的な発表は、将来の産業につながる観点から戦略的に行われ

ているか。 
・ 成果の活用・実用化の担い手・ユーザー等に対して、適切に成果を普及し

ているか。また、普及の見通しは立っているか。 
・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 
 

(4)成果の最終目標の達成可能性 
・ 最終目標を達成できる見込みか。 
・ 最終目標に向け、課題とその解決の道筋が明確に示され、かつ妥当なもの

か。 
 

 
４．実用化に向けての見通し及び取り組みについて 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

＊実用化の考え方 
① 本事業で開発された電池解析技術の社会的利用が開始されること。具体的 

には、蓄電池関連産業界において、現状の LIB 及び他の蓄電池、次世代 
LIB 及びポスト LIB 等の開発・商品化に活用されること。  

② 本事業で開発された革新型電池の基礎技術（新規材料、電池の構成・構造等）

が電池関連産業界に提供され、1 チャージでガソリン車並みの航続距離を 
実現するポテンシャルを有した蓄電池が実現されること。  
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(1)成果の実用化の見通し 
・ 実用化イメージに基づき、課題及びマイルストーンが明確になっているか。 
・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準整備

に向けた見通しが得られているか。 
・ プロジェクトの直接の成果ではないが、特に顕著な波及効果(技術的・経

済的・社会的効果、人材育成等)がある場合には付加的に評価する。 
 
 (2)実用化に向けた具体的取り組み 

・ 成果の実用化に向けて、誰がどのように引き続き研究開発を取り組むのか

明確になっているか。 

 

 


